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Abstract: This study proposes a damage assessment method using the observation records of accelerometer installed on the top 

floor. Furthermore，it aims to estimate the maximum ductility factor after experiencing an earthquake by using the results 

obtained from previous studies. 

 

１． はじめに 

一般的な構造ヘルスモニタリングは，事前解析によ

り建物の構造特性を把握し， 解析結果と観測記録の比

較から建物の損傷度を判定する［１］。しかし，事前解析

を必要とする方法では，解析データが無い建物に適用

することは困難である。このような背景のもと，既報
［2］では，事前解析を行わずに，最上階床に設置した加

速度計の観測記録のみから建物の損傷度を評価するこ

とを目的として，観測記録から得られる建物の固有周

期比と塑性率の関係を示した。また，これらの関係か

ら得られた塑性率の推定式を用いて，多層建物の平均

塑性率を概ね推定可能であることを示した。そこで本

研究では，次のステップとして，最大層塑性率を推定

することを目的とし，最大層塑性率と平均塑性率の関

係について検討する。 

２． 平均塑性率の推定方法 

1質点系建物モデル 18ケースと地震波 10波の計 180

ケースのパラメトリックスタディから得られた，塑性

率と固有周期比(𝑇𝐹 𝑇𝑦⁄ )2の関係を表す回帰式が式(1)で

ある。なお，式(1)中の𝑇𝐹は地震後の加速度波形をフー

リエ変換し算出し，𝑇𝑦は式(2)を用いて算出する。  

 𝜇′
𝑠
0 = 2.1795 × (𝑇𝐹 𝑇𝑦)²⁄ − 0.575 (1) 

    𝜇′
𝑠
0 ：推定塑性率，𝑇𝐹：地震後の固有周期，𝑇𝑦：降伏時の割線周期 

 𝑇𝑦 = 2𝜋√𝐻𝑅𝑦
𝑎𝑐𝑐

⁄  (2) 

   𝐻：建物等価高さ(=0.7𝐻0)，𝑅𝑦：降伏変形角，𝑎𝑐𝑐：応答加速度 

３． 平均塑性率と最大層塑性率の関係 

Fig.1 に，多質点系スタディにより得られた平均塑性

率と最大塑性率の関係を示す。ケース 1 は，特定層 1 層

のみに損傷が集中し，その他の層の塑性率は 1 となるケ

ース，ケース 2 は，いずれか 2 層の塑性率が 2 となり，

その他の層の塑性率は 1 となるケースである。なお，図

中には，最大層塑性率( 𝜇𝑚𝑎𝑥𝑚
0 )と平均塑性率(𝜇𝑎𝑣𝑒)の割合

𝜇𝑚𝑎𝑥𝑚
0 𝜇𝑎𝑣𝑒⁄   (以下，塑性率比とする) を赤字で示す。 

Fig.1 より，ケース 1，ケース 2 ともに，質点数が多くな

ることに伴い塑性率比( 𝜇𝑚𝑎𝑥𝑚
0 𝜇𝑎𝑣𝑒⁄  )も大きくなること

が確認できる。また，ケース 1，ケース 2 ごとの塑性率

比( 𝜇𝑚𝑎𝑥𝑚
0 𝜇𝑎𝑣𝑒⁄ )の比較より，塑性率が 2 となる質点が少

ないほど，塑性率比が大きくなることが確認できる。 

多質点系スタディにより，ケース 1 の塑性率比

( 𝜇𝑚𝑎𝑥𝑚
0 𝜇𝑎𝑣𝑒⁄ )は，質点数(ｎ)を用いて式(3)で表すことができる。 

𝜇𝑚𝑎𝑥𝑚
0

𝜇𝑎𝑣𝑒

=
2

(𝑛 − 1) + 2
𝑛

=
2𝑛

𝑛 + 1
 (3) 

𝜇𝑎𝑣𝑒：平均塑性率 𝜇𝑚𝑎𝑥𝑚
0 ：最大層塑性率 n：質点数 

また式(3)中の平均塑性率(𝜇𝑎𝑣𝑒)は，既報［2］で定式化さ

れた式(1)を用いて概ね推定可能であるため，最大層塑

性率は式(1)と式(3)式を用いて式(4)で表すことができる。 

𝜇𝑚𝑎𝑥𝑚
0 = (

2𝑛

𝑛 + 1
) × 𝜇′

𝑠
0  (4) 

𝜇′
𝑠
0 ：推定塑性率 𝜇𝑚𝑎𝑥𝑚

0 ：最大層塑性率 n：質点数 

  

１：日大理工・院(前)・海建 ２：日大理工・教員・海建 ３：日大・名誉教授 

Fig.1 Relationship for maximum and average ductility factor 
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式(4)に式(1)を代入することで，最大層塑性率の推定式

は，観測記録から得られる固有周期比(𝑇𝐹 𝑇𝑦⁄ )2と質点数

(n)を用いて式(5)で表すことができる。 

𝜇′
𝑚𝑎𝑥𝑚

0 = (
2𝑛

𝑛 + 1
)｛2.1795 × (𝑇𝐹 𝑇𝑦)²⁄ − 0.575｝ (5) 

 上記に示した同様の手順を用いて，ケース 2 における

最大層塑性率の推定式は，式(6)で表すことができる。 

𝜇′
𝑚𝑎𝑥𝑚

0 = (
2𝑛

𝑛 + 2
)｛2.1795 × (𝑇𝐹 𝑇𝑦)²⁄ − 0.575｝ (6) 

４． 多層建物の最大層塑性率の推定 

4.1 時刻歴応答解析結果と多質点系スタディの比較 

検討対象建物は，全体崩壊形の 6 層 SRC 造建物［2］と

層崩壊形の 4 層 RC 造建物［3］であり，立体骨組解析プ

ログラム RESP-D を用いて解析した。時刻歴応答解析

は，Newmarkβ 法(β＝0.25)の数値積分法で積分刻みは

1/1000 秒と設定した。構造減衰は，初期剛性比例型減

衰で 5%と設定した。時刻歴応答解析で用いた入力地震

動は，地動最大速度を 50 cm/sec に基準化した観測波 3 

波と模擬地震動 1 波の計 4 波である。 

Fig.2，Fig.3 に，検討対象建物 2 棟の層塑性率(解析結

果)を示す。また，Table1，Teble2 には，時刻歴応答解

析結果から得られた塑性率比と，多質点系スタディに

より得られた塑性率比を示す。Teble1(6 質点),Teble2(4

質点)より，多質点系スタディで得られた塑性率比は，

時刻歴応答解析結果から得られた塑性率比より大きな

値となることを確認した。 

4.2 最大層塑性率の推定結果 

Fig.4 a)に，6 層 SRC 造建物の検討対象建物の最大層

塑性率(解析結果)と推定最大層塑性率の関係を示し，

Fig.4 b)に，4 層 RC 造建物の検討対象建物の最大層塑

性率(解析結果)と推定最大層塑性率の関係を示す。

Fig.4 a)より，式(5)を用いて推定した最大層塑性率と解

析結果の最大層塑性率の相関係数は 0.976 となり，高

い相関性が得られていることが確認できる。なお，変

動係数は 0.51 であった。また，式(6)を用いて推定した

最大層塑性率と解析結果の最大層塑性率の相関係数は

0.972 であり，高い相関性が得られている。なお，変動

係数は 0.50 であった。次に，Fig.4 b)より，式(5)を用い

て推定した最大層塑性率と解析結果の最大層塑性率の

相関係数は 0.964であり，高い相関性が得られている。

なお，変動係数は 0.36 であった。また，式(6)を用いて

推定した最大層塑性率と解析結果から得られる最大層

塑性率の相関係数は，0.964 であり，高い相関性を得ら

れている。また，変動係数は 0.34 であった。Fig.4 a),b)

より，4 層 RC 造建物に式(6)を用いた場合に，変動係

数が一番小さくなることが確認できた。以上の結果に

より，式(5) ，式(6)に，観測記録から得られる固有周期

比(𝑇𝐹 𝑇𝑦⁄ )2と建物階数を用いることで，検討対象建物の最

大層塑性率を概ね推定可能であることが確認できた。 

５． まとめ 

・最大層塑性率と平均層塑性率の関係を用いて，塑性

率比( 𝜇𝑚𝑎𝑥𝑚
0 𝜇𝑎𝑣𝑒⁄ )と質点数(n)の関係を示した。 

・定式化した最大層塑性率の推定式を用いて，検討対象

建物の最大層塑性率を概ね推定し，解析結果との対応を

確認した。 
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Fig.4 Relationship for analysis results - estimated results 

a) 6層 SRC造建物 b) 4層 RC造建物 
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Table2 Comparison of analysis and study  
( 𝜇𝑚𝑎𝑥𝑚

0 𝜇𝑎𝑣𝑒⁄ ) ( 𝜇𝑚𝑎𝑥𝑚
0 𝜇𝑎𝑣𝑒⁄ ) 

[-] 平均 ケース1 ケース2

BCJL2 1.29

EL-CENTRO 1.28

HACHINOHE 1.23

TAFT 1.10

BCJL2 1.22

EL-CENTRO 1.34

HACHINOHE 1.35

TAFT 1.05

1.33

0.6倍

0.7倍

1.22

1.24

入力倍率 地震動

1.60

塑性率比 塑性率比

Fig.2 Story ductility factor 

02040
各地震動の縮約系の応答値各地震動の平均層塑性率 
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[-] 平均 ケース1 ケース2

BCJL2 1.32

EL-CENTRO 1.42

HACHINOHE 1.23

TAFT 1.09

BCJL2 1.35

EL-CENTRO 1.57

HACHINOHE 1.15

TAFT 1.35

1.50

塑性率比 塑性率比

1.27

入力倍率 地震動

1.71

1.0倍

1.5倍 1.36

( 𝜇𝑚𝑎𝑥𝑚
0 𝜇𝑎𝑣𝑒⁄ ) ( 𝜇𝑚𝑎𝑥𝑚

0 𝜇𝑎𝑣𝑒⁄ ) 

Table1 Comparison of analysis and study  

相関係数：0.976 

相関係数：0.964 相関係数：0.972 

相関係数：0.964 

変動係数：0.51 変動係数：0.36 

変動係数：0.50 変動係数：0.34 
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